
  
 
 
 
 
 
 

～ こんな時に、ご活用いただけます！ ～ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

                          計 2,874,960円 
 
 
 
 

一時保育事業の開始、またはその受け入れ人数の増加にあたり必要となる施設の改

修及び物品の購入に要する費用に対して、最大 250万円を補助します。 

 

認可保育所、幼保連携型認定こども園、小規模保育事業のみなさま 

横浜市一時保育受入推進環境整備事業補助金のご案内 

一時保育事業を新たに開始する
にあたって、専用の保育室を 

整備したい…！ 

一時保育事業を既に実施しているが、 
これから受入枠を増やしたい！ 
けれど、部屋の広さが足りないので、 

専用の保育室を改修したい…！ 

お問合せ先 

【本事業に関すること】      こども青少年局保育・教育支援課 
℡ 671-4469 

                    メールアドレス kd-kizonhojo@city.yokohama.lg.jp 
【一時保育事業に関すること】    こども青少年局保育・教育運営課   ℡  671-3564             

【認可変更の手続きに関すること】 こども青少年局こども施設整備課   ℡ 671-4146 

            （担当は区ごとに分かれていますので、園名・所在地をお伝えください。） 

一時保育の実績は年々増加しています！！ 

・はじめてのおあずかり券※の配付等により、低年齢児のニーズが高まっています。 
・令和８年度に実施した場合の助成額は以下のとおりです。 
例．11時間実施で月延べ利用児童数 10人の場合  

（０歳児（6か月以上）１名、１歳児５名、２歳児 4名）※平日の利用で利用時間４時間越えの場合 
基本助成費    月額：   72,260円  × 12か月 ＝       867,120円 
利用児童加算   月額：   47,320円  × 12か月 ＝       567,840円 
安定運営加算   月額：  120,000円  × 12か月 ＝        1,440,000円 

                               3 88 80 
 

※一時預かりを 24時間無料で利用できる電子クーポン 

 ぜひこの機会に事業実施をご検討ください。                            

mailto:kd-kizonhojo@city.yokohama.lg.jp


 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

～ 一時保育受入推進環境整備事業補助金の概要 ～ 
 
１ 補助対象者 

  横浜市内で下記を運営する者とします。 
⑴ 認可保育所 

⑵ 幼保連携型認定こども園 
⑶ 小規模保育事業 

 
２ 補助要件 

  下記を全て満たしていることを要件とします。  
⑴ 一時保育受入枠を次のとおり設けること（※）。ただし、いずれの場合も対象児童の最低月齢を生 

後６か月未満とすること。  
ア 事業を新たに開始する場合  

保育所及び幼保連携型認定こども園においては一時保育受入枠を合計で５人以上、小規模保育事
業においては一時保育受入枠を３人以上、新設していること。 

イ 一時保育受入枠を増設する場合  
一時保育受入枠を合計で３人以上、増設すること。  

⑵ 原則として、（１）で新設又は増設した一時保育の受入枠の３分の１以上を定期利用（非定型的保
育）とすること。ただし、定期利用は受け入枠の３分の２を超えないものとする。  

⑶ 事業実績報告を提出するまでに、横浜市一時保育事業実施届または内容変更届を提出すること。た
だし、事業の種類は一般型とすること。  

⑷ 横浜市一時預かり WEB予約システムの予約受付機能を利用すること。  
⑸ 原則として、当該補助を受けて一時保育受入枠を新設又は増設してから５年経過するまで、その受

入枠を減少させないこと。  
⑹ 定員変更や保育室の面積変更を伴う場合は、各区と調整を終えていること。 

⑺ 原則として、一時保育の実施有無については、令和８年４月１日時点を基準日とする。 
（※）「一時保育受入枠」は、０歳児～２歳児の枠数を補助対象とします。 

 
３ 補助対象経費 

 ⑴ 内装改修費 
   具体例：専用保育室の整備、乳児室・幼児室の間仕切り変更、改修に伴う撤去費・廃棄費等 

 ⑵ 物品購入費 ※原則として、内装改修を伴うことが条件です。 
   具体例：児童用机・椅子、食器、おもちゃ 等 

 
４ 補助金額 

 ⑴ 内装改修費 
   補助対象経費に４分の３を乗じて得た額とします。 

 ⑵ 物品購入費 
   ０歳児～２歳児の受入可能枠数が１人増えるごとに、25万円を上限 

 ※ 内装改修費及び物品購入費の合計補助金額に千円未満の端数があるときは、これを切り捨て、総額 
250万円を上限とします。 

 
５ 申込方法 

  申込期間：令和８年 12 月 11 日まで 
       ※予算が上限に達した際は終了となる場合があります。 

申込方法：こども青少年局保育・教育支援課に必要資料をご提出ください。  

 

要綱・様式、募集要項はこちら ▷ 

 

 

https://www.city.yokohama.lg.jp/business/bunyabetsu/kosodate/seibi/ichijihoiku-kaisyu.html  

https://www.city.yokohama.lg.jp/business/bunyabetsu/kosodate/seibi/ichijihoiku-kaisyu.html

